
東
海
本
部
は
、
要
求
の
趣
旨
と

し
て
、
日
本
経
済
が
厳
し
い
状
況
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
輸
送
動
向
が
改
善

さ
れ
て
き
て
い
る
こ
と
や
安
全
輸
送

を
支
え
る
社
員
の
努
力
に
応
え
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
。
労
働
者
の

賃
金
を
上
げ
る
こ
と
が
消
費
拡
大
や

景
気
の
回
復
、
日
本
経
済
の
活
性
化

と
雇
用
の
創
出
な
ど
に
結
び
つ
く
と

し
て
い
る
。

ま
た
、
補
償
措
置
額
を
期
末
手
当

の
時
に
は
、
基
準
内
賃
金
と
同
様
と

し
て
支
給
す
る
よ
う
求
め
た
。

11
月
２
日
に
趣
旨
説
明
を
し
、
団

体
交
渉
に
入
る
。

東
海
本
部
と
東
海
貨
物
協
議
会
は
、

貨
物
東
海
支
社
に
対
し
て
期
末
手
当

を
３
・
５
カ
月
支
給
を
含
め
た
８
項

目
の
要
求
書
を
提
出
し
た
。

要
求
の
趣
旨
は
、
12
年
連
続
の
ベ

ア
ゼ
ロ
や
低
額
の
期
末
手
当
が
社
員

の
生
活
に
不
安
を
抱
か
せ
て
お
り
、

払
拭
す
る
た
め
に
も
満
額
支
給
は
重

要
で
あ
る
こ
と
と
し
た
。

東
海
本
部
の
独
自
要
求
と
し
て
、

年
休
の
完
全
消
化
が
で
き
る
要
員
の

確
保
を
求
め
、
支
社
か
ら
本
社
に
積

極
的
に
働
き
掛
け
る
よ
う
に
求
め
た
。

国
労
は
、
10
月
26
日
、
趣
旨
説
明

を
行
っ
た
。
会
社
は
今
後
、
中
間
決

算
を
挟
ん
で
交
渉
を
行
い
、
回
答
は

11
月
14
日
と
の
考
え
を
示
し
た
。

東
海
本
部
は
、
こ
の
間
の
バ
ス
会

社
の
状
況
や
社
員
の
声
な
ど
か
ら
３
・

０
カ
月
の
要
求
と
し
、
満
額
獲
得
を

目
指
す
。

要
求
は
、
慢
性
的
な
要
員
不
足
か

ら
く
る
行
路
の
持
ち
替
え
な
ど
、
社

員
に
対
す
る
負
担
が
を
強
い
ら
れ
て

い
る
。
社
員
の
労
苦
に
報
い
る
た
め

に
も
要
求
額
通
り
の
支
給
が
重
要
で

あ
る
こ
と
や
、
契
約
社
員
に
対
し
て

も
１
０
０
％
の
支
給
を
行
う
こ
と
な

ど
と
な
っ
て
い
る
。

東
海
本
部
は
、
全
て
の
職
場
か
ら

積
極
的
な
闘
い
を
起
こ
す
こ
と
を
東

海
本
部
指
示
６
号
で
発
し
て
い
る
。
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国
労
は
、
年
末
手
当
を
3
・
5
カ
月
と
す
る
統
一
要
求
を
決
定
し
、
10

月
21
日
、
Ｊ
Ｒ
各
社
に
一
斉
申
し
入
れ
を
行
っ
た
。
東
海
本
部
は
、
交
渉

と
職
場
か
ら
の
闘
い
で
要
求
獲
得
を
目
指
す
と
し
て
、
国
労
東
海
「
か
べ

新
聞
」
の
活
用
、
職
場
三
大
要
求
運
動
の
強
化
や
各
機
関
で
の
賃
金
・
手

当
、
60
歳
以
降
の
働
き
方
等
の
学
習
会
の
開
催
等
を
指
示
し
た
。

東海・貨物・バス

Ｊ
Ｒ
東
海

年
末
手
当

Ｊ
Ｒ
貨
物

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
海
バ
ス

 
国
労
本
部
は
、
24
巻
に
及
ぶ
「
足

跡
」
（
記
録
映
画
）
を
Ｄ
Ｖ
Ｄ
に
し
、

労
働
者
教
育
の
と
し
て
活
用
す
る
た

め
に
各
地
方
機
関
に
配
布
し
た
。

 
新
規
加
入
者
な
ど
の
教
育
や
国
労

の
歴
史
を
学
び
、
運
動
の
活
性
化
を

は
か
る
た
め
に
各
機
関
は
活
用
し
て

く
だ
さ
い
。

Ｄ
Ｖ
Ｄ
「
足
跡
」
全
巻
貸
し
出
し

【著作権上の注意】

営利（販売）目的の使用禁止、改変し

た利用も禁止、個人視聴や組合員教育以

外の目的使用は権利者の許可が必要。

【申し込み・問い合わせ】

国労東海本部・教宣部

電話： 03-5403-1658 （FAX：1659）

鉄電：057-4889、（FAX：057-3204）

メール：nru-tk-tky3@star.odn.ne.jp

全
て
の
職
場
か
ら
闘
い
を
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藤
井
議
長
は
挨
拶
で
「
今
年
は
東

日
本
大
震
災
や
台
風
が
猛
威
を
ふ
る

い
、
中
国
の
高
速
鉄
道
の
事
故
な
ど
、

私
達
鉄
道
に
関
わ
る
事
故
も
お
こ
っ

た
。
災
害
に
つ
い
て
は
帰
宅
困
難
者

問
題
や
安
否
確
認
な
ど
災
害
対
応
に

対
す
る
要
求
も
視
野
に
入
れ
今
後
議

論
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
要
求
集
約

で
は
、
諸
計
画
で
１
項
目
、
労
働
協

約
で
６
項
目
を
東
海
本
部
へ
上
げ
た
。

本
部
車
両
協
議
会
へ
の
要
求
も
多
数

あ
っ
た
が
、
地
方
事
案
が
多
数
を
占

め
て
い
た
の
で
、
地
方

で
の
事
案
の
精
査
を
お

願
い
し
た
い
。
」
と
述

べ
た
。

災
害
時
の
帰
宅
困
難

者
の
問
題
や
そ
こ
で
の

管
理
者
の
対
応
、
建
屋

の
耐
震
検
査
、
防
災
訓

練
な
ど
、
多
く
の
意
見

が
出
さ
れ
た
。

ま
た
、
職
場
要
求
を

作
る
た
め
に
組
合
員
を

集
め
る
こ
と
に
苦
労
し

た
こ
と
、
▼
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
に
つ

い
て
各
職
場
に
お
い
て
ア
ン
バ
ラ
が

あ
り
是
正
が
必
要
で
は
、
▼
工
場
の

建
て
替
え
工
事
を
で
ア
ス
ベ
ス
ト
な

ど
の
調
査
を
要
求
し
て
行
き
た
い
、

▼
転
落
防
止
柵
が
無
い
所
で
屋
根
上

作
業
で
、
今
ま
で
も
要
求
し
て
い
る

が
改
善
さ
れ
て
い
な
い
の
で
引
き
続

き
要
求
を
出
し
て
い
き
た
い
、
な
ど

衛
生
や
安
全
確
保
、
労
働
条
件
改
善
、

組
合
活
動
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
発
言

も
出
さ
れ
た
。

西
里
事
務
局
長
は
、
「
今
年
一
年

か
け
て
要
求
を
作
っ
て
行
き
た
い
。

職
場
か
ら
国
労
全
体
で
メ
モ
化
を
し

て
問
題
点
を
議
論
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。
今
後
は
災
害
時
の
問
題
が
注

目
点
の
一
つ
と
な
る
。
規
定
な
ど
を

確
認
す
る
事
も
大
切
で
あ
る
。
引
き

続
き
職
協
と
し
て
皆
さ
ん
と
要
求
改

善
に
向
け
奮
闘
し
て
い
き
た
い
」
と

集
約
し
、
12
年
度
の
方
針
を
採
択
し

た
。

車
両
協
が
委
員
会
開
催

東
海
車
両
協
議
会
は
10
月
16
日
、
第
11
回
定
期
委
員
会
を
名
古
屋
牧

野
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
開
催
し
た
。
今
年
は
東
日
本

大
震
災
や
連
続
し
た
台
風
の
被
害
な
ど
、
災
害
に
関
す
る
発
言
が
多
く

出
さ
れ
、
発
言
を
受
け
て
12
年
度
の
方
針
が
決
定
さ
れ
た
。

西
里
事
務
長
が
集
約

災
害
問
題
に

多
数
発
言

昨年12月31日に不当解雇されたＪＡＬ乗務員

165名が原告団を結成した。今年に入り東京地

裁に提訴した裁判で9月30日、原告が求めたＪ

ＡＬ最高責任者の稲盛和夫会長が証人に立った。

【「解雇の必要は無かった」と証言】

稲盛和夫会長は、165名の解雇者の年間賃金

総額を自ら示し「その時の会社の収益力からい

けば、誰が見ても雇用を続けることは不可能で

はない」と証言した。さらに、「組合からの整

理解雇回避の提案も聞いていない」と述べた。

【解雇回避の努力なし】

この法廷で、解雇回避努力どころか検討すら

していないことが明らかになり、金融機関や債

権者から整理解雇を要望されたこともないこと

も明らかとなった。

【更に支援強化を】

東海本部は、稲盛証言で明らかなように、Ｊ

ＡＬの解雇は、経営上の理由はなく組合潰しを

意図した国鉄分割民営化と共通することから、

解雇撤回闘争の支援を更に強める。

ＪＡＬ不当解雇裁判で
稲盛ＪＡＬ会長が証言

資料を熱心に見る車両協議会の参加者

事
故
か
ら
７
カ
月
以
上
が
経
過
し
、

小
康
状
態
を
保
っ
て
い
る
か
に
み
え

る
福
島
第
１
原
発
だ
が
、
最
近
に
な
っ

て
原
子
炉
建
屋
へ
の
地
下
水
の
流
入

や
、
配
管
内
で
高
濃
度
の
水
素
が
見

つ
か
る
な
ど
、
新
た
な
問
題
が
表
面

化
し
て
い
る
。

い
ず
れ
も
、
放
射
性
物
質
の
大
量

放
出
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
問
題
で
、

同
原
発
が
今
も
な
お
危
険
を
内
包
し

て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

地
下
水
の
流
入
は
、
処
理
し
た
汚

染
水
の
量
に
比
べ
、
原
子
炉
建
屋
の

汚
染
水
の
水
位
が
思
う
よ
う
に
下
が

ら
な
い
こ
と
か
ら
明
ら
か
に
な
っ
た
。

東
電
の
試
算
で
は
、
１
日
２
０
０

〜
５
０
０
ト
ン
が
流
入
し
て
い
る
と

み
ら
れ
る
。
（
産
経
新
聞
10
／
23
）

地下水1日500トン流入

地
下
水
流
入
で
汚
染
水
流
出
か

福
島

第
一
原
発


